和気町一般廃棄物処分業
許可申請、届出の手引

（平成２７年１２月策定）
●本書は、一般廃棄物処分業に関する申請・届出のほか、業を行うに必要な事項が記載されております。　大切に保管してください。

●申請・届出の際は、本書の申請書等様式をコピーしたものに記載事項を記入して使用してください。
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許可申請の留意点について

１ 許可要件 

　　和気町では、資源化施設であることなど、一定の要件を満たす場合に限り、事業系一般廃棄物処分業を認めています。

資源化施設とは一般廃棄物を処理する施設のうち、焼却施設及び最終処分場以外のものであって、「再商品化施設」、「再利用施設」、「再生施設」など一般廃棄物の資源化に資する施設です。

資源化施設の例として、以下の施設があります。

　・木くず、繊維くずの破砕施設

　・木くず、繊維くずの堆肥化施設
２ 一般廃棄物処理業の許可 
他社が排出した一般廃棄物を、処理手数料を徴収して処分する場合、それは一般廃棄物の処理を業として営む行為となりますから、一般廃棄物処理業の許可が必要となります。なお、自社が排出した一般廃棄物を自ら収集運搬処分する行為は、廃棄物の処理を業として営むわけではありませんので、一般廃棄物処理業の許可は不要です。 

  ※  無償であっても業として営む行為と判断されます。
自区内処理の原則
市町村は、その区域内における一般廃棄物についての事務を所管し、計画を立てて処理を進めています。このことから、一般廃棄物は市町村間を広域に移動することは予定されておらず、各市町村内で排出された一般廃棄物はその区域内で処理することが原則とされています。これを『自区内処理の原則』と言います。 

一般廃棄物処理業の許可も、市町村が定める計画に基づくものですから、許可を受けた業者にも当然『自区内処理の原則』が適用されます。したがって、収集した一般廃棄物を、その区域を越えて他市町村に運び込むことはできません。ただし、発生元の市町村が特別に認めた場合などは、市町村の区域を超えた移動が可能になることもあります。
一般廃棄物処分業
排出事業者から委託を受けて、一般廃棄物を処分する場合は、一般廃棄物処分業の許可が必要になります。処分は、中間処理と最終処分とに分けられ、中間処理には脱水、破砕、乾燥、焼却などの再生や減容を目的とするものが含まれ、最終処分には埋立が含まれます。
一般廃棄物処分業の許可の原則
一般廃棄物処理業の許可は市町村長の権限に依りますが、原則として以下の条件に適合していると認められる場合でなければこれを許可することができません。 

    ①  当該市町村による一般廃棄物の処分が困難であること。 

    ②  申請内容が一般廃棄物処理基本計画に適合するものであること。 

    ③  事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して行うに足りるものとして基準に適合するものであること。 

    ④  申請者が欠格条項のいずれにも該当しないこと。
３ 許可申請（新規・更新）

　　一般廃棄物処分業の許可の期間は、２年間です。
（１）申請手数料

	許可の区分
	手数料額
	納　入　方　法

	新規許可
	１０，０００円
	申請時に納付ください。

	更新許可
	１０，０００円
	


　　※ 納付された申請手数料は、返還することはできません。
（２）提出書類
①
一般廃棄物処分業許可申請書  

②
一般廃棄物処理業計画書

③
一般廃棄物処理業申告書　(更新時不要)
④
業務経歴書

⑤
従事者名簿

⑥
保有車両一覧表　不要

⑦
車検証の写し（使用車両のみ）　不要

※車検証内の使用者が申請者と異なる場合、使用を認める契約書の写しを添付 

⑧
車両の写真（使用車両のみ）　不要

⑨
住民票の写し原本（個人の場合）  定款･商業登記事項証明書原本（法人の場合） 

⑩
委託証明書原本  

⑪
市税納税証明書（直近１年分）

⑫
一般廃棄物処理量報告書 

⑬
他市町村等の許可証の写し （一般廃棄物処理業に係るものがある場合） 

⑭
車両保管場所の案内図  不要

⑮
保管施設の概要（処理前・処理後）  

⑯
保管施設の配置図及び案内図 

⑰
申請地を所有している場合   当該土地の登記事項証明書

申請地が賃貸借物件である場合   賃貸借契約書の写し   地主の施設設置同意書 

⑱
保有器材一覧表

⑲
住民同意を証する書類　(更新時不要)
⑳
処理工程全体のフロー図

21
処理後の一般廃棄物の処分方法 

22
処理施設の配置図、平面図及び構造図
23　　　 住民同意（地元区長等）　(更新時不要)
４ 業務を行うに当たっての遵守事項 

　　一般廃棄物処分業を行うに当たっては、以下の事項を遵守してください。

　　なお、違反した場合は、許可の取り消し、事業の停止を行うことがありますのでご注意ください。

関係法令の厳守 

  関係法令を厳守するとともに、その業務を自らの責任において適正に行ってください。 

  関係法令の解釈について疑義が生じたときは、遅滞なく担当部署と協議して必要な措置を講じてください。 

取り扱う一般廃棄物の制限等について 

許可を受けた自社処理施設で扱える品目、能力等を十分に考慮して、一般廃棄物の排出先及び内容をよく確認し、その範囲を超えるものは受け入れることのないようにしてください。
一般廃棄物の処理及び保管の基準 

  一般廃棄物の処分にあたっては、生活環境保全上支障のないように行ってください。 

  保管の場合には、町が許可した施設で行うこととし、保管物の飛散、流出、地下浸透及び悪臭発生を防止し、保管施設にはネズミが生息したり、蚊や蝿などの害虫が発生したりすることのないよう、十分な管理を行ってください。 

  また、近隣とのトラブルについては、その発生がないように努めるとともに、万が一発生した場合には速やかに善処してください。
再委託の禁止 

  一般廃棄物処理業の許可を受けた者が、事業者から委託を受けた処分を他人に委託することはできません。違反者は法により処罰されます。
帳簿の記帳義務及び記録の保存 

  一般廃棄物処理業の許可を受けた者は、帳簿を記帳し、それを５年間保存しなければなりません。帳簿には、取り扱う一般廃棄物の種類毎に、下表の事項を記載してください。帳簿は１日単位で記載し、毎月末までに前月中の事項について記載を終了して、１年ごとに閉鎖しなければなりません。ちなみに、帳簿の様式には特段の定めはありません。 

１  受入れ又は処分年月日 

２  受け入れた場合には、受入先ごとの受入量 

３  処分した場合には、処分方法ごとの処分量 

４  処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。）後の廃棄物の持出先ごとの持出量
処理料金
　一般廃棄物処分業者が一般廃棄物の処分を行う場合には、和気町が条例で定める手数料の額に相当する金額を超えて処理料金を受けることは、法律で禁止されています。（法第７条第12項）
  10kg  150円
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